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インド・ハリヤーナ州における農業発展

と賃労働市場の変容
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結びにかえて

はじめに

1960年代半ばにはじまった「緑の革命」として

知られる新農法の展開は，インドの農村諸階層に

異なるインペクトをりえ階層間の経済関係を変化

させていった。筆者はかつて，このインパクトお

よびそれを規定する諸要因は要素市場の変容を通

じてもっともよく把握されうるという認識にもと

づいて，，9ヽ l) ヤーナ小卜1 カルナール県の•先進村落

ニザムフ゜ル村を舞台として新農法の展開過程にお

ける賃労働および士地賃貸の 2大要素市場の動向

を探った（注 l)。

本稿では，このうち賃労働市場について対象地

域をハリヤーナ州にひろげ分析を進める。これは

ハリヤーナ朴lの農業従事人口の26.7店(1981年セン

サス）を占める殷業労働者に主要な就業機会を提

供するこの市場がいくつかの焦眉の急となってい

る研究課題をもつと考えるからである。土地賃貸

市場についての検討は別稿にゆずりたい。

28 

本稿の対象地域となるハリヤーナ小li（第 1図）

は，インド北西部穀倉地帯の一部を形成してい

る。この ‘}l•I は，次の理由により対象地域とされた。

ハリヤーナ朴Iは，その北部のパンジャブ州と並び

新農法がもっとも進展した州の一つであるため

（注2)，新農法の賃労働市場への影響が観察されや

すい。次に ン゚ベンヤフ州では高収量品種 (HYV)

小麦とHYV米の二毛作が普及しており，賃労働

市場に関するいくつかの基本的データについて両

作物の影響を分離して議論することが困難とな

る。これに対してハリヤーナJ•|、1 では，州北を除け

ば，主としてHYV小麦の普及という形で新農法

が展開しているため小麦に注目することにより具

体的分析が可能となる（注3)。

対象期間は， lHパンジャプJiiよりハリヤーナ朴I

が分離しまた HYVの導入のはじまった1965/66

年度（注4)より 1979/80年度までの15年間である。

なお，いくつかの統計資料についてはハリヤーナ

J、1•I だけでは不充分であるため，パンジャブ1+1のデ

ータを補足的に使う。

本稿は，第 I, II節で予備的考察そして課題の

提示がなされた後，次の内容をもつ三つの主要節

で構成されている。第田節では，本稿で「慣習」

と呼ぶ一種の制度にもとづいて収穫賃金率が決定

されていることを指摘する。第IV節では，慣習も

『アジア経済』 XXVI-6 (1985. 6) 
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基本的には経済合理性に支配されていることを，

小麦脱穀機森入に伴う慣習の変更に注日して明ら

かにする。第V節では，慣習の属性としての経済

環境の変化に対する非弾力性が賃労働市場に及ぼ

す効果を， 1970年代後半より小卜1北を中心に普及し

ているHYV米に関連して芳察する。

（注1) 拙稿「インド・ハリヤーナ州における米・

小麦—”［作の普及と所得分配――—ニザムプル村の調韮

報告を中心に一ー」（『アジア経済』第25巻第 1号 19 

84年 1月）。

（注2) 北西部インドの農業発展については次の文

献かある。 Gupta, D. P.; K. K. Shangari, Agri-

cultural Development in Punjab, ニュ.̂ .デリー，

Agricole Publishing Academy, 1980年。

（注3) 1978/79年度の小麦と米の作付面梢比率は，

ハリヤーナ州ではそれぞれ26.8；・元と 8.:10はであった

が，パンジャプ州ては 41.31,';i:と17.7はであった。

India, Government of Haryana, Statistical Abstract 

of Haryana 1978/79, チャンディガルより算出。

（注 4) 本稿で使用する年度は， 7月より翌年 6月

までの農業年度である。

インド・ハリヤーナ州における農業発展と貨労慟市場の変容

I 予備的ぢ察

l 研究アプローチ

インドの殷業発展に伴う貨労働市場の変容につ

いての実証分析は，まず，この市場に関するデー

タの比較的豊富な農業賃金について始められた。

賃金アプローチを採用する論文はHYV溝入直後

より散見されるようになり， 1974年7/9月号の

Indian Journal of Agricultural &onomicsで此

業発展過程における農業賃金についての特集が組

まれるに至った（注1)。しかし，これを境に賃金を

対象とする論文は急減した。これは，こうした論

文が1970年前後に相次いで行なわれた「農家経済

凋在」 (FarmManagement Surveys)と農業賃金に

ついての「全国標本調査」 (NationalSample Survey) 

を主要な資料的拠りどころとしており，その後の

データの枯渇によるものと思われる。

比較的資料に恵まれるこのアプローチにも，し

かしながら，依然として大きな資料制約が存在し

ている。特に，賃金と並ぶ，賃労働市場の電要な

側面である雇用労働需給についてのデータ不足の

ため，賃金アフ゜ローチをとる論文も貨金率動向の

把握にとどまっており，賃金決定要因にまで分析

は及んでいない。また同じ理由により，賃金率の

変化が農業労働者の所得（注2)に与える効果につい

ての賃金アプローチよりの発言にも説得力が欠け

ることになる。こうして，賃金にかかわる課題の

中核にある貨金決定要因の究明が不問に付された

まま， 1970年代半ば以降，貨労働市場への関心は

農業機械化の影瑯（注3)に移っていった。また，賃

金と農業機械化の関連についての分析もほとんど

なされていない。

本稿では以上の未解決の課題に言及を試みるわ

29 
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けであるが， そいための研究アフぃーチを， J此業

賃労働市場についての次の特性を確認することに

より き出す。

農業の賃労働市場を

；やや労働濡要が農作物や閑作業によっ

いることに留意する必要がある。このことは，

って

作業の季節性を考え併せれば，各作物の製作業別

に賃労働市場が独立して形成されていることを示

唆していかまた後述のように，作業内容によっ

ては日家労働と雇用労働け1.4)が完全代替とはなら

ないことや新殷汰を構成する諸技術が異なるウエ

イトをもって各嬰作業の労働需要にインバクトを

仔えることを れば，従来の議論でなされてい

るように全ての作物や農作業についての数値を隼

計したレベルで賃労働市場を捉えるのではなく，

それぞれ独立した市場別に分析を行なう必要があ

る。本稿では， この農作業別アプローチを採用す

る。

さて農作業は多種であり，

るにあたって，

また作物の性質によ

/9ても各農作業の賃労働市場の状況は異なってい

る。そこで議論の簡素化のために，本稿では特に

小麦収穫期の賃労働市場に注Hする。

とする珊由を次に述べる。

これを対象

雇用労働使用的作物・農作業

作物別ヘクタール当り雇用労働投入日数が第 1

2. 

表に示される。米，小麦，

なしィ‘o

トウモロコシそしてサ

トウキビ（注5)は雁用労働使用的であるが，モロコ

シやトウジンビエは雇用労働をほとんど必要とし

ヒヨコマメは中位にある。・舟笈に雇用労働

使用的作物は灌漑地に作付けられ，ヒヨコマメを

含む雁用労働非使用的作物は非灌漑地でも生育し

うる。

作付面積比率（総作付面積に占める当該作物の作付

面積の比率）でみると，第2表にみられるように，

1
2
3
4
5
6
7
 

~
~
~
~
~
~
 

作物別附用労働投入 H数 (~l/hn) 

1総労働投入I雇用労働 (BIA)X
(A) l投入(B)I 100 (%) ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

悶：！爵：］ ：悶：： 
76.2 I 48.0 I 6:l.O 
88.1 I :l8.0 I 4:1, 1 
151.8 I 51.6 I :34.0 
27.:1 I 2.6 I 9.5 
24.0 I 1.8 I 7.5 

（出所） （1)~(5): (I) India, Government of Punjab, 

恥）nomicsof Agricultural Production and Farm 

M⑪ agement in Punjab 1.96.9/70, チャンディガ

ル。 (61,(71: (II) Ii,], Studiじsin the Economi心

(！「 FarmJl,,fanagement in the l'unjah: Karna!, 

Jfohtall an、l.find,ReJJOrt for the Year 1961/62, 
チャンディガル。

(tt) 1 ll = 8 11寺間。

第 1表

作 物

小麦
ヒョコマメ
米
トウモロコシ
サトウキビ
モロコシ
トウジンビエ

作

第 2表

物

名

作付血積比辛 (1975/76年度）

名 作付面積比率(%)

| [I [ 
100.0 

（出所） India, Government of Haryana, Statistical 

Al'strd(,1t (9f IIaryana 1980/81，チャンディガル。
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ラビ（冬期）作物の小麦とヒョコマメがそれぞれ

27.9似と23.5ぷを占め主作物となっている。次に

トウジンビエの 18.2似がくるが，

様， これは雇用労働非使用的作物である。米，サ

トウキビそしてトウモロコシは雁用労働使用的で

はあるが，

そして2.0名にすぎない。

第 1'

モロコシと同

その作付面精比率はそれぞれ7.6, :1.9 

2表にもとづいたラフな計算ではあるが

1975/76年度の作付パターンでのハリヤーナJ小lに

おける殷業雇用労働日数の37も；［は小麦， ついで18

らfが米， 17らがヒヨコマメに投入されていること

30 
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第3表 自家・祁用労働別労働投人II数

（、ヒサール県）
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(11 /hn) 

役畜農家
I トラクター
i所打農家

l,1 家構成比況〖用構成比自家麻用
労働(%)i労働（％） ！労働労働

← I 9 | 
9.5 22.11 2.0: 8.41 1.41 O.:l 
5.1 11.91 1.71 7.11 2.11 2.1 
I. 1 2. 61 0. 21 0. 81 0. 71 0 A 
4.7 11.0: 1.61 6.71 4.01 2.7 
・・・・ I 0.11 0.41 0.41 f>.:l 
1.9 4.41 4.71 19. 71 1.01 4.5 
12.1 28.21 11.51 48.li !UJ: 14.5 
4.5 10.51 1.61 6. 7i 2. 7, 2.8 
4. （)！)．3 (）．5 2. l, 5. 9 0. 9 

I 
42.91 100.01 2:J.9; 100.0 28.11 28.5 I 

（出所） India, National Council of Applied Eco-

nomic Research, lmj>lications of Traばorisation

かr Farm、 Em/9loym(991t, l’r(J(lmtirity and 
Ifl(．ome，第 2在，ニューデリー， 198(）年， 79・<-ジ99

になる。現在灌漑地率(/)上昇（付表第 1列）に伴

いヒヨコマメの作付は小麦に代替（付表第2.4列）

されつつある。逆に米は，その普及は小1・1-ltにかぎ

られているものの197(）年代後半に入り作付面積を

増加（付表第3ダlJ)させている。

したがって，本稿ではこの地域のキ穀でもある

小麦の賃労働市場に注Hし， 生た今後雇用労働術

要面で重要性を増すと考えられる米のそれについ

ても第V節で百及する。

次に，股作業別の賃労働市場について検討しよ

う。農作業別の自家・雇用労働別投入日数が，第

3表に示される。作物別のデータはない。以．、ド役

畜悶家の数値で記述してゆくが， トラクター農家

の数値を使っても議論の本質は同じである。労働

需要のピークは，耕転・播植期と収穫（刈取，脱穀）

期にある。しかし雇用労働依存度（総労働投人H数

に占める雁用労働投入H数の比率）は，前者では2(）似

にすぎないが後者では44嵩にもなっている。また

比較的農閑期の作業である除草での依存度は71贔

と非常に高くなっている。一般に耕転・播植（注6).

灌漑そして運搬といった役畜を使う農作業では，

をこでの労働術要の規模にかかわらず扉用労働依

仔度は低い。これは，役畜の酷使を避けるため，

その使用が自家労働によりなされるためである

国 7)。また作業のタイミングが軍要となる灌漑や

施肥作業も自家労働によってなされる。これに対

して，人間労働のみでなされる除雌および収穫作

業では雇用労働は自家労働と代替的となる。こう

した作業への自家労働投入は，農作業に直接従事

するというよりも農業労働者の仕巾を監視する役

割をもつ，）

こうした自家労働と雇用労働の差別化は，総労

働需要の変化を賃労働市場における需要の変化に

直接結びつける従来の研究の基本的前提に修正を

迫るものである。このことは，特に，作業特定的で

ある牒業機械の労働代替効果を論じる際に重要と

なる。たとえば，トラクターは役畜労働代替的であ

るため， 1，i]義的に l']家労働代替的となる。したが

ってトラクターの貨労働市場への虹接的影響は，

第3表よりも明らかなように小さいと言える。

面用労働使用的作業は，第 3表によれば，収穫

作業であり，次いで除草作業がくる。ヘクタール

酋り年間廂用労働投入景に占める収穫と除草作業

への雇用労働投入率は，それぞれ54.8名と 19.7似

であり，双方で全体の 4分の 3を占める。第3表

は新農法の進展が一段落した時点での労働投入パ

ターンであるが，それと新農法溝入前の状況との

比較を試みよう。第 4表は， 1961/62年度の数値

にもとづぎ当時代表的であった小麦， トウジン

ビエの作付バターンを採用したケースでの農作業

別労働投入パターンである。なお，自家労働と雇

用労働の分離はできない。第3表と第4表の比較

より明らかなことは，脱穀（風撰を含む）作業の構

成比が25.1らから 9.1名へ大輻に低下しているの

3 I 
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第4表

耕
播
施
除
灌
刈
脱

1961/62年度における小麦・トウジンビエ

ても作採用のケースでの労働投人H数
(H /ha) 

労働投入日数 構成比(%)
ヽ ツー

16.0 I 24.9 
5.5 I 8.6 
0.2 I 0.3 
1.:-i I 2.0 
4.6 I 7.2 
20.5 I : ｝ 1. 9 
16.1 25.1 

（出所） 第1表(II)と同じ資料より算出。

に対し，灌漑と除草作業のそれはそれぞれ7.2匂

と2.0似から9.4嵩と 9.9t蹂へ上昇していることで

ある。前者の低下は後述する小麦脱穀機の溝入に

よるものと考えられ，後者のl：昇は周知のHYV

の性質による。脱穀作業での構成比が低下してい

るため，刈取を含む収穫期の比も57.0似から44.5

匂へ下ってはいるか，依然収穫期の労働布要は大

きい。雇用労働投人にかぎってみれば，収穫期は

年間投入(/)54.8雰を占めている。

そこで本稿では，雇用労働需要の大きい小麦収

穫期の賃労働市場に注目する。また化学肥料の増

投により雁用労働需要を増加させている除草作業

についても，収穫作業と対比させつつ言及する。

3. 収穫作業

小麦と米の収穫方法について簡単な説明をして

おこう。

刈取は，小麦，米ともに手刈りされる。

小麦の脱穀（籾摺を含む）は，かつては，平に固

められ粘上と牛糞で上砲された露地に刈取られた

小麦を拡げ，その上でプァラ (phalla)と呼ばれる

木材を牛に牽曳させることによりなされた。この

作業中に砕かれた藁や士片が穀粒に混入するた

め風撰が必要となる。風撰作業では，まず三叉フ

ォークで穀物と央雑物を空中に放り投げることに

より両者を分ける。さらに央雑物を取り除くため

に，殻粒を籠 (chhajj)に入れ台の上に立った風撰

人がそれを少しずつ落してゆく。その際，脱粒さ

れていない穂は取出され再びフ゜ァラにかけられ

る。脱穀作業では牛を使うため， 「脱穀は耕作者

か彼の家族によりなされる」が，人間労働のみで

なされる風撰は， 「一般に H雇か年雁労働者によ

りなされ，また彼らは藁を運び積み重ねる仕事も」

した直8)。

こうした伝統的）j法は，脱穀と風撰を同時に行

なう小麦脱穀機の出現により，現在北西部インド

ではほとんどみることはできない。小麦脱穀機の

普及については断片的データしか存在しないが，

『インド家畜．股機具センサス』（注9)によれば，

その台数は1966年より 72年にかけ，ハリヤーナ小l{

ではllOO台より 3万台と27倍に，またバンジャブ

，州では3700台より 6万5000台と18倍に急増してい

る。脱穀機の利用は，賃貸という形で小規模農家

にも広がっていった。 1982年において，ニザムプ

ル村でも耕作者の14はに当る 8農家が小麦脱穀機

を所有しており，この村の小麦の脱穀，風撰は全

てこれらの脱穀機でなされていた。ランダワ (M.

S. Randhawa)によれば， 1970年代半ばのパンジャ

プナト1では小麦の98客までが脱穀機で処理されてい

た（注10)。

米の脱穀は，現在インド北西部で普及している

HYV米が脱粒しやすい品種であるため，叩きっ

け法によりなされる（注11）。しかし籾摺は容易では

なく，精米所に運ばれ処理される。

（注 1) 文献サーヴェイとしては，次がすぐれてい

る。 Dasgupta,Biplab, Agrarian Change and the 

New Technology in India, ジュネープ， United

Nations Research Institute for Social Development, 

1977年， 328~341ページ。

（注 2) 本稿ては，貨金率は 1日(8時間）当り，

32 
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そして所得Ul年クームての労慟報酬を、岱：味する。

（注3) 文献サー・ヴェイとしては， 次がある。

Bardhan, K., "Rural Employment, Wages and 

Labour Markets in India: A Survey of Research," 

Economic and Political iVeekly, 1977年 6月2211

ふ 7月2「1号， 7月9l1号。

(il. 4) オ遁では， hi'）Il労働（行），1、農閉泊慟(}1)

は詞義的に）IIし、られる。

(ll: 5) サトウキヒ↓<i),1iもkl'Ill労働｛史）ll(I勺てある

が， 1年 lflてある。

(il 6) 小文につしヽては，叩耕ですじみそをつけ，

そこに播柏するケ：9仏がとられてし、た。現礼ItI、ラク

夕-付の播柏機（なさ iLる。

(iじ7) このことは， 多くの『農家経済調社』でも

指摘さ Jlてし、るよう↓こ，人間労働I、こ1り在してしヽる貨分

働巾場が役拓Iこ/^）し、てはイf{l；してしヽ なし、こ，J,からも 1リJ

らかてある。

（注8) Roi兄rts,William; S. B. S. Kartar Singh, 

A Text Book r，fl'unjab Agriculture, ラ小ール，

Civil & Military Gazette Ltd., 1951年， 232ヘヽ ーシ {9

（汁9) Government of India, Ministry of Agri-

culture, Directorate of Economics and S1atis1ics, 

Indian Livestork Census 1966, -"-ュ•·デリー； rn]， 

1972年版。

（注10) Randhawa, M. S., Green Revolution in 

PIヽnjab, ルディアナ， PunjabAgricultural Univer-

sity, 1975年， 39ベージ。

（江11) 睾者りみた1：J↓り， 3～ 4回ドラムカンに叩

きつけるだけではとんどが脱粒される。

II 課題の設定

I. 賃金支払形態

農業賃金についての従来の研究では注日される

ことの少なかった賃金支払形態に議論の端緒を求

めよう。

第5表には， 1981/82年度にニザムプル村で観

察された主要製作業における賃金支払形態と賃金

率およびそれに対応するパンジャブ州最低貨金法

（注 l)の項目が示されている。ここで留意すべきこ

ィ、ノド・ハリヤマーナ州における農染発展と賃労働市場の変容

とは，後述のいくつかの記述よりも明らかなよう

に，われわれの注Hする収穫作業では出来高給制

（注2)が採られている点である。この制度のもとで

は，刈分I卜作契約と同じ理由で，雇用労働者に労

慟誘因が廿えられるため労働監視の必要性が軽減

され，さらに作業速度もはやめられる。また，刈

取作業駄が収穫塁により計測されうることは，出

来高給制採用の前提となる。これに対して除草作

は，筆ごとに雑草籠に差があるため単位面積

当りの請負という形での出来高給制は採られ難

い。したがって，時間給制で賃金支払がなされる

(il: 3) 

出来裔給制の注目すべき特徴は，そこでの賃金

支払率が長期的に固定されている点にある。なお

ここでいう賃金支払率とは，農業労働者により収

穫された穀物械に占める，賃金としての穀物支払

贔(/)比率であり，雁用労働への分配率に近似する

概念である。＾1950年代初期のIAパンジャブ州農業

についての記述によれば，刈取りと風撰作業に対

してそれぞれで収景の 5臼が労働報酬とし

労働者に支払われていた，とある(il:4)。同率の貨金

支払率は， 1920, 301f.代になされたいくつかのバ

ンジャブJ小I村落調査においても確認されうる。た

とえば， ロータック県（現ハリヤーナ州）のキジ一

村について1924/25年度と 1957/58年度になされた

調査では，ライ (lai)と呼ばれる小麦収穫について

収量の 5¢年という賃金支払率が記録されている

(iL5)。数度改正された最低賃金法でも，時間給賃

金率が消牲者物価にスライドして上昇しているの

に対し，賃金支払率は不変である。また当法の制

定が1951年であることよりも明らかなように，こ

の法規は独立前より存在していた賃金支払形態を

踏襲したものにほかならない。なお賃金支払率の

固定性について考える場合，伝統的風撰作業にお

33 
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第5表賃金支払形態と賃金率

ニザムプ ル村 (1981/82年度）

男子12ルピー， 女子7~ 8 Iレピ一
収量の5%（藁を含む）[)
脱穀機の付添で収量の 2または2.5%2)
伝統的方法では収量の5% 〔P〕
1筆(1エーカー）当り210~220ルピー3)
または収贔の7.5%

[PJ 

収量の5%

収址の 8％または等価の貨柁

T
J
P
J
P
J
P
J
 

[

［

［

[

 

（出所） ニザムプル村：策者調究。

パンジャプ朴I:1980年改正パンジャプ小！‘|最低賃金法。

（注） 1) 喰者が調査を行なった年には当村は院の被宮を受け，場所によ→ては平年の土地生産性の 8分の 1に

とどまった。このため移動労働者には特別に 1日12~14ルヒ゜ーの時間給貨金が支払われた。平年または

需の被害を受けなかった隣村における出来病給賃金を時間給に換算すると，賃金率は16~17ルピ ーとな

る。

2) 刈取られた小麦を圃場より脱穀場まで運ぶときには2.5％となる。

3) 移動労働者には貨幣で支払われる。また刈取・脱穀はそれぞれエーカー当り 5人で 1liを要する仕事

である。

4) Tは時間給， Pは出来高給を示す。

ける支払率5らが小友脱穀機の導入後にその付添

に対する 2ないし 2.5似に変化したことにも留意

すべきである。

2. 賃金支払率の経済的意味ー「慣習」

収穫賃金支払率の決定とその固定性の経済的意

味に考察を加えよう。

われわれは，甚本的には，収穫賃金支払率は市

場賃金率に連結されていると考える。なおここで

いう市場賃金率は，労働の限界生産力に等しくま

たその変化に瞬時に反応して決定される賃金率と

定義される。 したがって，収穫賃金支払率 (r)と

市場賃金率(Wm)には，次式の関係が想定される。

rh=(W可Q)X 100 (1) 

ここで， rhiま刈取賃金支払率(%), Wmは小麦ター

ムの市場賃金率(kg／日），またQは1人1日で刈取ら

れる小麦呈 (kg／日）である。なお本稿では rhで rを

代表させるが，その理由は後述する。

この式では wmも Qも変数であるため，けも

変数となるはずである。しかし実際には， rはか

なりの長期にわたり固定されている。この固定性

は次のように解釈されよう。すなわち， Wmiまと

34 

もか<, Qは各筆，各年で異なるために，（1）式に

したがうならば， rhも各筆につき毎年契約当事者

間の交渉により逐一決定しなくてはならない。し

かしこの方式でのげの決定には高額の交渉費用

が伴うため，出来高給制はその実用性を失う。そ

こで W"'と Qをその期待値で置換えることによ

り汁を固定化すれば，交渉費用の発生を抑える

-とが可能となる。ここで(1)式は，次の(2)式に書

換えられる。

げ＝｛E(W"')/E(Q)}XlOO (2) 

本稿では，ある期待値が形成された期間中の変

数の変動域内にあると認められる，経済環境の変

化には反応を示さない固定的経済取引関係を「慣

刊」と呼ぶことにする。また，この慣習にもとづ

いて決定される賃金率を「慣習賃金率」 (Wり（注6)

と呼ぶ。これまでの考察より明らかなように，危

険負担や取引費用の問題を別とすれば，われわれ

は，

W"=Wm (3) 

を想定している。なお WCの単位はkg／日である。

(2)式は，慣習が比較的安定した経済における取
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イソド・ハリヤ・・ナ州における腹来発展と貨泊拗市場り）女容

＇j|関係の産物であることを示唆している。もし経

済環協の趨納的疫化により (2)式の，そして1ilJじく

(3)式の等号関係が成立し得なくなれば，固定性を

属性とする r’'も長期的には(3)式で示される均衡

を回復するために変化すると予想される。 しか

し， W”'やQu)変化がそれまでに形成された期待

値の許容可能な変動域内にあるか否か，また変化

が趨琥的であるか否かを契約当f)¥:者間の交渉によ

り判定すること())困難さや， 固定的 r’’9()）もとで

の経済環瑳の変化により•生じた Wr と W"＇ (J）乖離

が男約当市者・())^-→9)jにと→て既得権益化すること

も芳えられるため，経済環党の変化に対応した忙

()），淵整にはタイム・ラグが伴うであろうし，また

,i)刈整I’l体必すしも容易ではない。こうした慣料の

硬直性を，（2）式について首及した固定fl：と区別

し，経済環境の趨勢的変化に対する慣習 (J) 「非弾

)J性 1 と呼ぼう。ライベンシ L タインGL7)は，い

ったん成立した慣腎の排除には禁止的に翡くなる

恨性費用 (inertialcost)が発生することを指摘し慣

習の非弾力性．を砂t明したが，これはここで (J)われ

われの議論と1nlじ枠紐にある。

以 I・.(1)ように考えたとき，慣習賃金率とは経済

環境の変化に対する調整速度の遅い市場賃金率と

再定筏される。以上の賃金支払率についての議論

よりいくつかの課題を提示する前に，ハリヤーナ

,}|9|(}）賃金率動向に触れておこう。

3. 賃金率動向

ハリヤーナ朴l(}）刈取と除草作業における男子日

雁農業労働者の名 [l賃金率の動向が，第2図に示

される、）ここでの特徴は，除草賃金率がコンスタ

ントに上昇しているのに対し，刈取賃金率系列は

1970年代前半に下落がみられ上昇が非連続的とな

っている点である。

なお本稿では，刈取賃金率 (W’')で収穫賃金率

11, 
i<li、! (!l•t·'. ・ / R ! 

] (I 

＂／ f、}

8
 

3 I 

2
 

第2図 ハリヤーナ州における男子日雇農架

労働者の刈取および除肛貨金率

（当年価格）

メ・1| JI又

彎・・-しー"」.L-- I Lmm.-L 

1%"、6 6 6 7 68 らり ］ i．, 1 ,＇2 / 3, 7 4 / 5 '9) 

△ノ

且

（出所） 第2表と同じ。

を代表させる。これは，風撰の作業能率が風の強

弱に依存するため出来？祈給で支払われる風撰作業

における労働報酬が時間給賃金率概念になじま

ず，また小麦脱穀機の普及により伝統的風撰作業

が今日ほとんどなされていないこともあり，風撰

賃金率の時系列データが入手できないためであ

る。

4. 課題の設定

これまでの若察より，賃金率の決定とその経済

的含意について，次の三つの課題が提示される。

(1) 賃金支払形態の観点より，第 2図に示した

刈取賃金率が慣杏賃金率である可能性を指摘

した。いくつかのミクロ的資料ではこのこと

3う
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は確認されるが，ハリヤーナ朴lにおける一般

性を検討しなくてはならない。

(2) 慣習も経済合理性に支配されることを仮定

して議論を進めたが，この仮定は妥当であろ

うか。

(3) たとえ慣習に経済合理性が貰徹していると

しても，慣習はその属性として経済環境の変

化に対する非弾力性をもつ。はたして，この

性質は検出されうるであろうか。また存在す

るとすれば，それは農村経済にどのような影

響を及ぼすのであろうか。

以上の課題について，以下それぞれ一節を設け

検討を試みる。

（注 1) 中央政府の最低賃金法 (CentralMinimum 

Wages Act of 1948)にもとづき，バンジャブ州では

1951年に州の最低貨金法が制定された。

（注2) 他の作物の収鹿でも出来婦給制が採用され

ている。たとえば，綿摘では16分の 1，唐ガラシ摘で

10分の 1, ヒョコマメメlj取で20分の 1そして米の収荏

で40分の 3などである。またインドの小麦作地帯でも

出来高給制は広汎に採用されているが，賃金支払率に

は地域腔がある。たとえばパンジャプ20分の 1, UP 

33分の 1~16分の 1' ビハールおよびオリッサ 8分の

1, デリー 16分の 1などである。 Government of 

India, Agricultural Marketing in India: Report 

on the Marketing of Wheat in India, シムラ，

1937年， 120ページ。

（注3) 二—lF ムプル村における第者の聞取りにもと

づく。

（注4) Roberts; Singh,前掲書，231~232ペーシ。

（注 5) India, Punjab, The Board of Economic 

Inquiry, Punjab Village Surveys: An Economic 

Survey of Gijhi, 出版地不明， 1932年， 17ページ；

同， Resurveyof Gijhi, District Rohtak,出版地不

明， 1960年， 17ページ。

（注 6) 賃金率水準それ自体が慣習によって決定さ

れることを意味しないことに留意されたい。

（注7) Leibenstein, H., "The Prisoners'Dilem-

ma in the Invisible Hand; An Analysis of Intra・

36 

firm Productivity,".4.merican Economic Review, 

第72巻第2号， 1982年5月。

III 慣習賃金率の一般性

1. 課題と分析枠組

ハリヤーナ少liにおいて，刈取貨金率 (Wh)が慣

習賃金率(Wりであることの一般性を検討しよう。

このために，第2図の刈取賃金率系列が収量の 5

t靡という慣習的賃金支払率によって説明されると

いう検定仮説を提示する。この仮説は，次式で表

現される。

Wn=Wc (4) 

2. 仮説検証

小麦刈取の仮説的慣習貨金率 (W')は，次式よ

り求められる。なお当節では，貨金率は小麦ター

ムで示される。

＾ we,= (LP叶 B,)X0.05/H, (5) 

ここで， LPは小麦土地生産性 (kg/ha),Bは小麦タ

ームの菜価額(kg/ha)（注 1)，Hはヘクタール当り小麦

刈取に必要な労働日数 (1::1/ha)そして tは1965/66年

度より79/80年度までを示す。 LP系列は付表第6列

に表示される。

本稿では H を13.413とするが，それはハリヤ

ーナ朴lとバンジャブ小卜lの『農家経済調査』を使い

次のようにして求められた。第6表には， LPと

Hが表示される。これより，次の回帰式が得られ

た。

H=ll.96*+0.00063 LP 
(10.96) (0.96) 

R2=0.14, F=l.16 

(6) 

かっこ内は t値であり，＊は 1似の有意水準で有意で

あることを示す（以下同様）。

切片は有意であるがLI’の係数は有意ではなく，

H と LPは独立であることがわかる。 このこと
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第6表小麦士地生産性(kg/ha)と必要刈取労働H数

(1日＝ 8時間）

七― 地已‘要刈取―-
生産性労働日年度 場 所
(LP) I (II) 

→一9

(1) I 911 I, 11.4 I 1955/56 アムリットサル
(2) I 946 I 12.s I 1955/56 フェロズプル
(:i) I 1,373 I 14.1 I 1961/62 カルナール他
< 4) I 2,991 I 12.8 I 1967/68 フェロズプル
(5) I 2,245 I 13.1 I 1968/69 フェロズプル
(6) 2,381 | 15.1 1969/70 フェロズプル
(11 I 1,798 i 11.6 I 1967/68 パ‘’‘,.✓ ン‘ヤフ
(8) I 2,109 i 13.3 I 1969/70 パンジャブ
(9) I 2,124 I 13.6 I 1969/70 パンジャブ

平均 1,8;; I rn.1 
ク、

（出所） （1)~(2): Government of India, Studies in 
the Economics of Farm l¥1anagement in 
Punjab, Report for the Year 1.955/56, ニュー
デリー。
(3)：第 1表(II)と同じ。
(4)~(6): Government of India, Studies in the 
Economics of Farm l¥lfanagement in Ferozepur 
District: ThreeッearConsolidated Report, 
1967/68 to 1969/70,ニューデリー。
(7):第1表(I)と同じ (1967/68年版）。
(8)：第 1表(I)と同じ。
(9): India, Government of Punjab, Economics of 
Tractor Cult幻ationand Economics of Pro・ 
duction and Culti℃ation Practices of High 
Yielding Varieties of Wheat, Maize and 
Paddy in Ptヽnjab1.969/70,チャンディガル。

は，士地生産性の上昇が刈取られるべき株数の増

加ではなく 1株当りの穀量の増加によって達成さ

れていることを考えれば直観的にも納得されよ

う。本稿では，対象期間中のハリヤーナ小liの士地

生産性の変動域内（付表第6列）にある第6表のサ

ンプル(3)から(9)の平均13.4日を H とする。

藁価額系列(Bりは，次の手続きで求められた。

パンジャブ小l、1とハリヤーナ小11の『農家経済調査』

より得られた LPとヘクタール当り藁贔 y(kg/ha)

に関する35のサンプル（資料省略）より，次の回帰

式が求められた。

タ＝ヽ•-6668.23*+2717.41* log LP (7) 

(-4.45) (5. 74) 

R2=0. 75, F=32.63 

ィッド・ハリヤーナ州における農業発展と賃労働市場の変容

フィットはセミログでもっとも良好となるが，

これは土地生産性の上昇過程で穀量／藁比(LP/y)

が高くなるためであり， LPとIIが独立であると

いう (6)式の結果とも対応している。さて.Ytは， t
年度の小麦土地生産性 (LPt)を(7)式に入れ求めら

れる。さらに，夕tを次式に入れBtが求められる。

＾ Bt ＝如 •PBt/1>t (8) 

ここで， PBI士藁価格（ルヒ°ー／kg),pは小麦庭先価

格（ルピー／kg)を示す。 PBtとRの値は付表第8,9

列に表示される。 Btも同じく第13列に示される。

Wりは，以上のようにして求められた H とBt

を(5)式に代入し得られる。仮説検証は， Wりと

wht （値は付表第14,15列）を回帰させることによ

りなされる。求められた回帰式は次である。

＾ Whc=-2.13**+1.13* Wet (9) 

(-2.08) (9.26) 

R'=0.88, F=85.42 

＊＊は 5店の有意水準で有意であることを示す。

Wりの係数は 1に近く， 1名の有意水準で有意
である。切片が 5名水準ではあるが，原点より有

意に異なっていることを除けば（注2)，検定仮説(4)

式， lV"=Wcは支持される。

以上の結果より明らかなように，刈取賃金率

(Wh）はその変動のみならず水準までも (5)式で示

される慣習賃金率の考えによって説明される。 (5)

式より明らかなように，慣習賃金率は土地生産性

の関数となる。第2図に関して指摘した刈取賃金

率系列の非連続性，または Wh系列が 1970/71年

度にヒ°ークとなり 1973/74年度に谷となっている

ことは，その期間中における小麦土地生産性の下

落と対応している（付表参照）。

刈取賃金率が慣習賃金率であることをみてきた

が，これと対照させ，除草賃金率の決定について

も言及しよう。
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第7表 最低貨金法にもとづく未熟練職種の

貿金率（ルピー／11)

J,卜| 最低賃金 作 幸ぷ

19671デリー '.l.15 
1971 ハリヤ 5.00 
ノヽリヤ 4.00 
バンジャブ :l. 75 

197:l I.,ヽ ！）ヤーナ 6.00 
デ‘リー 3.50 

1974 、,、リヤーナ 5.00 
ノヽリ 1.00 

綿未未製熟熟抽純作作豆業業品~ ・建設ハリ 6.00 
ノ ヤ ！ 5.50 

1978 I | 1J - 6.50 
1979 ハリ 7.50 
ハリ ナ 9.25 セ，メント工場

1980 ハリヤーナ 9.25 製糖・製吊・建設他

(ll1所） Indian [,abour Journal,該喝年）i見

最低賃金法で提示された時間給賃金率は，消牝

者物価のI：昇にスライドさせてある。しかし， J小1

政府はその実現には法的強制力をもっていない。

時間給賃金率の上外は，特に商品作物地帯や都市

近郊といった労働需給が農業労働者にとって比較

的有利である地域では，労働者側の圧力によって

実現される，との指摘がある（注3)。このことは，

時間給賃金率の決定に賃労働市場における需給関

係がかかかっていることを示唆している。また

1975/76年度のハリヤーナ9}|iの『農家経済調査』

は， 「町や都市近郊の村では賃金率は比較的安定

しており， ・・・・・・中略……男子農業労働者への賃金

率は， 4月が8.45ルヒ゜ーとなることを除けば，通

年して 6ルピーである」（江4)と記述している。こ

れは，虞業労働者に代替的就業機会を提供する都

市の未熟練労働市場が農村の貨労働市湯とリンク

している可能性を示唆している。なお， 4月は小

麦の収穫期にあたる。最低賃金法で提示された，

ハリヤーナ少Iiおよびその周辺における未熟練職種

の最低賃金率が第7表に示される。それらは第2

図の除草賃金率よりわずかに低いもののほぼ詞水

準で動いており，上記したリンクの可能性を支持

38 

している。

以上の状況証拠より，除草賃金率は市場におけ

る需給関係の影瞥を受けやすく，市場賃金率の性

格を強くもっていると言える。これは，時間とい

う同質な基準でとらえられる時間給制における労

働投人の評価が当事者間の交渉の対象となりやす

いためと考えられる。

(Il: l) 小友グ）i的(bhusa)は飼料どなろ。

(/12) これけ IIが過小評価ご il、てしヽ るためか，

WI'がし、 <,r)かの竹物の刈取ii金率の平均｝なってし、

るナ・めと布えられる。

(IL 3) Singh, Master Ilari, Agricultural 

lVorkers'Struggle in Punjab, ニューデリ ， 

People's Publishing House, 1980年の特に第 4mm 
(;L 1) India, Government of Haryana, Em・ 

11(999lks (，fFarming in Haryana 1.975/76,チャンデ

ィ）），91, 23ペーン n

IV 慣習賃金率と経済合理性

l. 課題と分析枠組

前節では刈取賃金率を例にとり，出来甜給制を

採る収穫賃金率が慣習賃金率であることをみてき

た。第II節では，この慣習賃金率が市場賃金率と

密接に関連していること，すなわち慣習賃金率の

決定にも経済合理性が貫徹していることを仮定し

た。本節では，この仮定の妥当性を検討する。し

かし収穫労働の限界生産力を測定することは不可

能であるため，（3）式で示した慣習賃金率と市場賃

金率の関係を明示的には検証できない。そこで本

節では，先にみた小麦脱穀機導入に伴う賃金支払

率の低下に注目し，賃金支払率2似という新慣習

の形成に経済合理性がかかわっていたか否かを吟

味する。この事象の検討は，賃労働市場の労働術

給についての合理性のほかに，なぜ，慣村の属性

としての非弾力性が顕示化することなく農業労働
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者が新慣習を窄受していったのかという論｝訊も含

む。

以上／）の論点を苔慮に入れ，小友脱穀機導入

に伴う慣料の変渭更が農叢労働者および雇用者兼脱

骰機利用者(J)経済合理性に抵触しないための次 (J)

．ィパ）の要件を，当節の検定仮説として提示する。

農業労働者に（l:9,ての新慣料受人れの要件は，

lv(9 <； "71, 

tた，扉用者兼脱穀機利用者にとっては，
(M、べて('1』

(10) 

ll 
k
"
L
 

である（，ここで， W’'は伝統的風撰作業での賃金

（ルピー／tl)，W1'は脱穀機付添での賃金率（ル

ピー／ll)である。また（＂といは，それぞれ伝統

的力法と脱穀機を使った場合の脱穀・風撰特用

（ルピー／hCI)である。

2. 仮説検定

1981/82年度のニザムプル村のデータを利用し，

上記不等号関係が成立するか否かを検討しよう。

1981/82年度のニザムフ゜ル村では，小麦の士地

生産性はヘクタール当り 30()(）素兄orl)，小麦庭先価

格はキログラム当り 1.4ルピーである。

ところで，伝統的｝j法による脱穀・風撰作業は

今H令くなされておらず，また過去の資料でも同

時になされる両作業の必要労働時間は区別されて

いないため，風撰時間等のデータが欠如してい

る。そこでまず，単位穀量の風撰に必要な労働時

間を求めよう。ハリヤーナJ+1の1961/62年度の『農

家経済調査』によれば，ヘクタール当り 1378胡の

小麦の脱穀，風撰には人間で 14.0日，役畜で 9.9

Hが必要であったほ 2)。また一般に「3(7.4)人の

男子と 4(9.9)頭の役畜により，エーカー（ヘクタ

ール）当り小麦の脱穀が可能となる」と言われて

いる。役畜労働投入日については両資料の数値は

一致している。さて後者の資料における人間／役

イソド・ハリヤーナ州における股業発展ど貨労働市場の度容

畜比：I:4が一般的であると仮定すれば，前者の

資料より風撰の必要時間6.6日が求められる（注3)。

ところで，土地生産性の上昇過程で穀量／藁比が

上昇することを指摘した。したがって，脱穀され

た小麦中の央雑物比も低下してゆくことになる。

このためニザムフ゜ル村におけるヘクタール当りの

風撰必要時間を推算するためには， 1961/62年度

の数値を基準として，適当な割引率(I))を考慮し

なくてはならない。

以上の点を考慮すると，小麦士地生産性が LP'

であるときの町と町は次式より求められる。

『い＝LP’.pxo.05/6.6{l+（LP’/1378-1)I)｝ （12) 
W1'= V•PX0.02/N(13) 

なお， Vは脱穀機の処理能力(kg/fl),Nは脱穀機に

付添う労働者数を示すりまた畑よりの小麦の運搬時間

は考慮しないため，脱穀機付涼に対する賃金支払率は

2はとする。

脱穀機の処理能力については， 「20馬力の電力

モーターか25~30馬力のトラクターに連動される

小麦脱穀機は， 1時間当り300~400胡の穀景を脱

穀，風撰する」 C汗4)とされる。しかしこれは機械

の処理能力であり，実際には脱穀された穀物の処

理等にも時間が必要となる。そこでここでは時間

当り処理能力を250~350胡とみなし， Vを2000~

2800籾IHとする。また(7)式によれば，穀量／藁比

は1961/62年度 (LP=1378)では0.74であるが， 19

81/82年度のニザムプル村 (LP=3000)では1.08と

なる。したがって，脱穀小麦100耕に含まれる央

雑物は57.45胡から48.19胡へと16名減少している

ため， Dは1と0.84の間にあると考えられる。脱

穀機には一般に 4人の農業労働者が付添ってい

る。

以上の数値を(12)と(13)式に代入することにより，

1981/82年度のニザムプル村では waは14.6~

39 
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16.0（平均15.3)ルヒ°ー，そして W/)は14.0~19.6

（平均16.8)］レビーとなる。この推符には資料制約

が大きいため結論にはいくつかの留保を置かなけ

ればならないが，われわれの推箕結果は一応(10)式

の不等サ関係を支持している。なおこの関係は，

士地牛産性が 30()(）籾／汎以Fのどの水準にあって

も成立する。

賃金支払率が低下したにもかかわらず賃金率が

わずかではあるが新慣習で絲くなっているのは，

脱穀機の作業速度が伝統的方法より数倍高いため

である。したがって，新旧慣習が併存している場合

には農業労働者は合理的判断にもとづき新慣習下

での就業を選好するため，慣習変更についての農

業労働者側の抵抗という形での慣性費用は発生せ

ず新慣習はスムーズに受け入れられていったと考

えられる（注5)。さらに注日すべき点は，脱穀と並

行する刈取作業の賃金率はニザムフりレ村周辺では

16~17ルピーであり，脱穀機付添の賃金率16.8ル

ヒ゜ーに一致していることである。このことは，新

慣習受け入れの要件として，（10)式に加えて，

W亨W"•P (14) 

が与えられていることを示唆している。これから

も，慣習賃金率の決定が経済合理性にもとづいて

いることを窺い知ることができる。

次に，雇用者側の要件の成立をみるために ca
といを計算しよう。いを算出する際にも前述の

1961/62年度の『農家経済調査』の数値を利用す

る。 1961/62年度では脱穀のための労働投入日数

は，人間で7.4 (fl/ha)，役畜で9.9 (l=l /ha)であっ

た。＝ザムプル村のヘクタール当り小麦300(）胡を

伝統的方法で脱穀するための必要労働日を求める

際にも，規模の経済性や穀量／薬比の上昇を考慮

して適当な割引率 (D’)を考慮しなくてはならな

い。ここでは便宜上D'を0.7~0.9と仮定するが，

40 

その値の大小は結論に影響しない。脱穀機の費用

は，ニザムフ゜ル村における賃貸料である］00鉗に

つき10ルヒ°ーを用いる。計第過程と結果は，次に

示される。

「伝統的方法〕： （況

脱穀l:/ 7 9 49:：：：:000000/Il1337788口:1;）[］2590ルピー
・-=63.2~71.4ルピー

風撰： LP・PX0.05 =210.0ルピ一

計 502.7 ~540.4ルピー

［脱穀機〕： Cb 

脱穀機の背用： LPXl0/100 =300.0ルピ一

付添： l,P•PX0.02 （または0.025)

=84.0~105.0ルビ

計, 384.0~405.0;レピ一

ただし， Wfは家族労働の賃金率（ルピ ー／H)であ

り，同時期の農業労働者の賃金率17ルピーで帰属さ

せる O WBは役畜費用（ルピ ー／1:1)であり，ここで

は3.51レビーとする（注6)。

以上の推窮より明らかなように，（11)式の成立が

確認された（注7)。脱穀機の所有者の場合や，作業

の遅れによる雨の被害（注8)を考慮すれば(11)式の不

等号関係はさらに明瞭となろう。脱穀機の導入

は，（10)式を制約条件として(11)式を成立させること

により可能になったと言える。

われわれは小麦脱穀機導入に起因する慣習変更

の背後に経済合理性が貫徹していることをみてき

た。このことは陰伏的ではあるが，（2）式の妥当性

をも暗示している。

（注 1) 竜者が調査した年は，霊のため小麦は多大

な被害を受けた。そこで本稿では，土地生産性は平年

の3000kg/haとみなす。

（注2) India, Government of Punjab, Studies 

in the Economics of Farm Management in the 

Punjab: Karna[, Rohtak and Jind, Report 1961/ 



Ⅴ　慣習賃金率の非弾力性と
その帰結

1985060043.tif

1985doc  99.7.8 4:51 PM  ページ 585

62, チャンディガル。対象地域は現在はハリヤーナ州

である。

儘 3) Roberts; Singh, ~il1J掲占， 232ページ；

Government of India, 1lii拇年 121ペ
゜Ol: 4) Punjab Agricultural University, Package 

Practices f<,r Rabi Crops,)fPlinjal) （Ill{I Ilimarlldl 

Pradesh 1970/71, 1レ―’フィ／ r，110ペノ。

（注5) 州外季節労慟者の存在いため、喪業労慟行

の結託はないものと考える。

（注6) ハリヤーナ州の 1976/77年度における役裕

牛 1 頭当り年 11り維持代JH892.4 ルヒ．•~を 1981/82年価格

で評価し， 1 II昔りにして算出。 India,Government 

of Haryana, Econo-mics of Farming in llaryana 

1976/77,チャンディガル。

（注7) 同様な計算がなされ，同じ結県が得られて

いる。 Hanumantha Rao, C. H., Technological 

Change & Distribution of Gains in Indian 

Agriculture,デリー，Instituteof Economic Growth, 

1975年， 73ベージ。

（注8) たとえば，バ｀ノジャプ州では1970年にモン

スーンの到来が早く小麦の10$．近くが被況な受けた。

Randhawa，前掲肖， 39ベージ。

v 慣習賃金率の非弾力性とその帰結

1. 課題と分析枠組

慣習の形成に経済合理性が貫徹していることを

明らかにした。しかし前節のケースでは慣習変更

の要件が満たされており，そのかぎりでは慣習の

非弾力性は問題とはならなかった。当節では，こ

れとは対照的に，経済合理性にしたがえば慣習の

変更が期待されるにもかかわらず，変更の要件が

満たされないため慣習賃金率と市場賃金率が乖離

しているケースについて検討する。

本題に入るまえに，インド北西部の小麦作とい

うコンテクストで，慣習および市場賃金率の乖離

の可能性について簡単に述べておこう。 (1)式，

汁＝（WツQ)XlOOを思い出そう。労働者 1人 1H 

インド・ハリヤーナ州における農業発展と賃労働市場の変容

で刈取られる小麦贔Qは，既述のように HとLP

が独立であるため，ほぼ士地生産性の上昇率と同

じく増加する。同じ理由により，ハリヤーナ州の

総刈取労働需要は作付面積に比例して変化する。

さて確かに，小友の作付面積は1960年代に比べて

7(）年代末には倍増している。しかし雇用労働代替

的な小麦脱穀機の神及や，供給面での農業労働者

の増加（注1)および他）、卜1からの季節労働移動（注2)の

怠増は，作付面積の増加により創1:l＼された雇用機

をほぼ相殺してしまった。したがって，刈取の

実質市場貨金率を上昇させる市場環境は本稿の対

象期間中には認められない（注3)。Q と W"しのこ

のような動向を考えれば，経済合理性にしたがえ

ば， rh、そして同義的に W/1、の低下が期待される。

しかしこのケースでは賃金調整となるため，農業

労働者にとっての慣習変更の受入れ要件(10)式に抵

触する。したがって， 既述のようにけは固定さ

れたままであり，その結果 W"は(5)式にしたがい

した。ここに慣習賃金率が市場賃金率より1:.

方乖離することが予想される。

さて慣習賃金率は実際に観察されうるが，シャ

ドー・プライスとなっている収穫期の市場賃金率

の計測は不可能である。雇用労働需給データの不

足等により，上記した乖離の実証的検出は困難で

ある。そこで本節では，小麦より土地生産性の上

昇率が大きい米に注目して，小麦と米の収穫期賃

労働市場の需給状況を比較することにより両賃金

率の乖離を検出し，その経済的帰結にも言及す

る。

2. 乖離の検出

インド北西部は本来小麦作地帯であり，米は小

麦の裏作物としてカリーフ（夏）期にバースマティ

を中心とする在来品種がわずかに作付けられてい

たにすぎない。作付も水利用条件に恵まれている朴l
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第8表 米の慣習収穫賃金率 (WI(．pli）と関連資料

1965/66 
1966/67 
1967/68 
1968/69 
1969/70 

1970/71 
1971/72 
1972/73 
1973/74 

1974/75 
1975/76 
1976/77 
1977/78 

(11 
米士地生産性
(kg/ha) 

LPR 
→ - -

2,539 
1,694 
2,879 
1,857 
2,118 

2,940 
:l,136 
2,405 
2,481 

2,504 
:,,072 
4,634 
4,622 

(2) I (31 I (4) I (51 

米の庭先価格 米収穫の慣習賃金率 小麦刈取賃金率 除芹賃金率
（ルピー／kg) （ルヒ°ー1日） （ルピー1日） （ルピー1日）
pR WR.pI，印．p

8
9
8
4
2
3
2
8
4
1
5
7
8
 

4
3
4
5
5
5
5
5
7
9
7
7
7
 

．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
 

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
 

9
7
5
0
5
1
2
7
5
9
0
8
3
2
5
5
9
9
い
516476

•••••••••••• 3
2
4
3
3
5
5
J
4
5
7
7
1
1
 

1
1
 

7
0
9
2
4
8
8
5
1
8
7
5
祁

4
8
4
7
9
4
5
6
3
2
7
9

．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
．
 

4
5
5
5
7
6
7
6
8
8
9
0
0
 

1
1
 

8
1
5
1
4
8
6
9
5
0
8
4
8
 

9
5
7
3
8
2
4
6
4
6
8
6
7
 

•••••••••••• 2
3
3
4
4
5
5
5
5
6
6
7
8
 

（出所） （1): Inclia, Government of Haryana, Economics of Farming in Haryana,各年度版。

(2), (4), (5)：第2表と同じ。

北のカルナール県とアンバプ県にかぎられ， HY

v米の普及もそこに集中している。 1979/80年度
では，米の作付面積比率はハリヤーナ小l,Iの10.5ぷ

に対し，、州北 2県では28.4古に達している。この

ように米作の影響はJ小Iレベルの資料では把握され

難いため，本稿はJ小I北2県のみを議論の対象とす

る。少卜1北2県の米の七地生産性のデータはハリヤ

ーナ朴l『農家経済調査』より得られるが町筆者に

入手可能なのは1965/66年度から77/78年度までで

ある。

さて米の収穫においても，刈取・脱穀を 1組と

して収量の 7.5は（注4)という慣習的賃金支払率が

存在している。この慣習は，米の土地生産性が現

在の 5分の 1以下であった1950年代初期において

も観察されている（注5)。ここで，小麦のケースに

ならい，次式より米収穫期の慣習貨金率が求めら

れる。なお小麦の刈取賃金率と比較するため，賃

金率は当年価格の貨幣タームで推計される。

叙り•pR,=LP凡 •P杓 X0.075/23.0（注 6) (15) 

ただし， WRは米の現物賃金率 (kg/1:1), PRは米の

庭先価格（ルピ ー／kg),LP1,'は米の土地生産性 (kg/

hu)を示す。なお米の藁は飼料とならず価値をもたな

Vヽn 

資料および推算結果は第8表に示される。米の

収穫賃金率 (WR,.p出）は1970年代前半では小麦の

それよりも低く除草賃金率と同水準にあったが，

土地生産性が急上昇をはじめた70年代後半には小

麦の刈取賃金率を上回っていった。データは1977/

78年度までであるが，小麦土地生産性が頭打ちに

なっているのに対し米のそれは現在も上昇してお

り，また庭先価格の上昇率も米の方が高い（付表

第9,10列）ため（注7)，現在米の収穫賃金率は小麦

のそれよりかなり高くなっていると考えられる。

ニザムフ゜ル村においては， 1981/82年度で， LPR

は5600kg/ha, PRは1.15ルヒ°ー／kgであった。し

たがって，（15)式より収穫賃金率は 21.00ルピーと

なるが，これは第5表に示した調査結果とも一致

している。 1980/81年度の県別賃金率データ（注8)

によれば，カルナール県の刈取賃金率は 20.00ル

ピーであり，少Ii平均の 12.39ルピーを大きく上回
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っている。除草賃金率は 10ルピー程度で差はな

い。この資料からもニザムプル村と 1消じ賃金率バ

ターンが読み取れる。

次に， 1970年代後半の小1、I北 2県における米と小

麦収穫期の簡単なマクロ的労働濡給を比較しよ

う。ヘクタール当りの雇用労働需要は，来では既

述のように23.0日である。 197(）年代末の小麦十．地

生産性2200kg/hnを小麦脱穀機で処理するには，

Vが2000~2800でN が4であるので，平均3.7日

必要となる。小麦刈取の必要労働H数は 13.Hl/

haであった。したがって，単位面積当り雁用労働

投入日数比は，米10に対し小麦7.4となる（，作付而

積比では，逆に，小麦1(）に対し米7となる（注9)。こ

の結果，収穫期の雁用労働投入量は小麦の方が若

干であるが大きいと言える。労働供給については

両収穫期で同じか，同朴Iの非米作地域よりの労働

移動があるだけ米収穫期で大きくなる。こうした

マクロ的労働需給関係にもかかわらず，現在の小I{

北では米の収穫賃金率の方が高くなっている。ニ

ザムプル村周辺では， 30畠程度米の収穫賃金率の

方が高くなっている。この事実は，現在，米収穫

期の慣習賃金率が市場賃金率より上方乖離してい

る可能性を示唆している。

小麦についても上方乖離は予感されるのである

が，それを立証するに足る資料はない。しかした

とえ乖離が存在していたとしても，小麦の実質庭

先価格の低下のためその程度は減じられていよ

う。このことは，第8表より明らかなように，市

場賃金に近いと考えられる除草賃金率と小麦刈取

賃金率との差が対象期間中ほぼ同じであることよ

りも知られよう。

3. 乖離の帰結

ハーヴェスト・コンバインの賃貸会社がニザム

プル村南方5猛のパニーパット市にあり， 1筆

イソト・ハリヤーナ州における農業発展と貨労働市場の変容

(1エーカー）当りの収穫を210~220ルビーで請負

っている。費用は，悶業労働者による作業賃に等

しい（江10)。

同じ農業機械であるが，ハーヴェスト・コンバ

インはトラクターと性格を異にする。前述のよう

に後者は家畜労働そして自家労働代替的であるの

に対し，前者は雇用労働代替的である。それも面

用労働を完全に代替するため，雁用労働を部分的

に代替する小麦脱穀機のケースとは異なり，新し

い慣料が形成される余地すらifバてしまう。

過剰労働の存在すら指摘されるインド殷業への

雁用労働代替的機械の導入は，社会的厚生の視点

からいって望ましいとは言えない。もし賃金率(1)

低ドにより乖離の解消がなされていたならば，ハ

ーヴェスト・コンバインの導人は回避されたかも

しれない。土地生産性の急上昇という新農法展間

過程では，慣習賃金率は農業労働者の労働投人を

過大評価させることにより一時的には彼らに有利

となるが，またそれは雇用労働代替的機械化を誘

発する諸刃の翁1]ともなる(/tll)。

（注 1) セソサスによれば，ハリヤーナ州の農業労

働者数111971年から 81年にかけ 1.37ィ：予に増加してい

る。

(tt 2) 千節労働移動の研究は少ないが，次の文献

で若干言及されている0 Laximinarayan, H., Impact 

of}larvest Combines on Labour-Use, Crop Pattern 

and Productivity,ニューデリ-・, Agricole Publish-

ing Academy, 1981年， 152~156ペーシ。

(It 3) 小麦作付面梢指数は1969/70年度から79/80

年度主でに45.2は上昇している。これに対し農業労働

者数は1971年から81年にかけ37は1::外し，また本節で

後述されるが小麦脱穀機は伝統的収穫方法に比べ27ぷ

屈）廿労働を代替している。したがって， この異時点間

でハリヤーナ州の収穫期 0)貨労慟市場は農業労働者に

不利になるよう推移 l，たと考えられる。もちろんここ

では，刈取と脱穀が1ii]―市場を形成していることが仮

定されている。
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（注4) 1 マン (=37胡， 40•ンェール）につぎ 3 シ

ェ-m・ルが支払われる。

（注5) Roberts; Singh,前掲］月， 261ベ-・ン。

([L 6) 第 6表の府料(8)と（9)より，米の刈取，脱穀

じ＇（）ヘダク...ル叶り必嬰労働 n数(/)、r掏。ニザムプル村
1こわける，fi’iii,，-l i 1凍： （lエーカー） ％り／）米刈取と

II兌穀にそれそれ 5人て lll必述とされ，：し，t:。こ 0)数

i1iiともはぼ一致してし、；9Jo 

（注7) :t質庭先価格は，米では安定 Lてし、るが小
よでは漸減している（付表第11,12ダ1j）。もし後者がコ

ンスクソトであ}たなら，小よ収樅にわける伯丙貨金

半と市場[iiZ糸：cl)乖離のI:!］題が蜀示化して＼ヽたかもし

れなし ‘o

（注8) India, Government of Haryana, Statis-

tical Abstract of Jiaryana 1980/81, チャンディガ

ル， 263~264ぺ•-ジ 0

(/19) 1979/80年度にお＼，ヽ て， 州北 2リ，しては，小麦

の作付面梢が 54Jj 6000はであったのに対し米は38万

6000凶であった。

（注10) 小麦脱穀機を利用した場合のヘクタール％

り脱穀費用（い）は384,0～め5.0ルビーであ,,た。刈

取費用は210(=3!X)()Xl.4X0.05)ルヒ＂ーであるため，

収穫柑川はヘクター！レ‘片り 594.0~615.0ルビーとな

る。ハーヴェスト・コソバインでは， 518.7~543.41レ

ピ ーである。 しかしハーヴェスト・コンバイソは砧を

折り曲げ飼料価値を下げるため，その利用は米の収穫

よ`っ いる。 Laximinarayan,1前掲,IJ', 153ペが中心とが て

ーン

゜
（注11) 相習のもつ技術誘発の議論としては次があ

る。 Ruttan,Vernon ¥V.; Yujiro Ilayami, "Toward 

a Theory of Induced Institutional Innovation," 

Journal,，fDeveloj>ment Studies, 第20巻第 4号，

1984年7月。

結びにかえて

賃金支払率5客をどのようにして決定したのか

という質問に対して，ニザムフ゜ル村の股民は決ま

って「昔からそうだった」と答えた。しかしそれ

は，われわれが分析してきたように，長期にわた

る取引関係のなかで醸し出されてきた経済合理性

44 

にしたがう制度である。本稿で慣習と呼ぶこうし

た制度も，大きな経済変化にさらされている間発

途上国の農村にあって，変容をみせている。

慣沓が市場均衡より乖離し，それが調整されて

ゆく経路にはいくつかの型があろう。たとえば，

この課題についての先駆的研究である速水・菊池

のフィリヒ゜ンのケースでは（注1)，人「l圧力により

慣習貨金率が市場賃金率より上方乖離していっ

た。かかる状況で，本稿で分析した収穫慣行に類

似したフヌサン制が，他地域からの移動労働者を

排除しまた除草を収穫作業に組み込んだガマ制に

変化することにより調整がなされた。収穫期にお

ける季節移動労働者への依存度の高いインド北西

部(tt-2)ではこのような経路での調整はできず，．ハ

ーヴェスト・コンバインといった雇用労働代替的

技術の禅入を誘発した。

今後こうした技術が普及していけば，貨労働市

場の需給関係は農業労働者にとって不利に展開し

てゆこう。こうして乖離が拡大したとき，慣習は

どのような変容をみせるのであろうか。まだ不足

の感を否めない一次資料の拡充も含め，筆者の今

後の課題としたい。

最後に，本稿では明示的に扱われなかったが，

賃労働市場分析の一つの究極的課題である農業労

働者の所得変化に触れておく。もちろん，本稿の

分析より農業労働者の所得変化を論じるにはデー

タの欠如が大きい。しかし現在のところ雇用労働

投入の75はまでを占めている収穫と除草作業での

所得形成動向を探れば，既往の分析では言及のな

されなかった所得変化の決定因を明らかにしつ

っ，変化の方向を知ることができる。

第9表には，ハリヤーナ州とパンジャフや＇州にお

ける年雇農業労働者の所得が表示される。年雇と

H雇農業労働者の所得に関連があるものとし，本
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第9表 年1祉股業労働行のI所得変化

（単位：ルピー1年）

ハリヤーナ朴I パンジャプナト1

名目所得 実質所得 i名H所得実質所得
T 、'̀ T T 『 9、T'`

I 1965/661 686.21 902.91 794.21 1,044.9 
1966/671 985.51 995. 51 1,044.81 1,055.4 
1967 /681 1,255.51 1,395.01 1,230.91 1,367.7 
1968/691 1,098.71 1,121.11 1,392.21 1.420.6 
1969/701 1,337.51 1,337.51 1,517.91 1,517.9 

1970/隠71 1,192.4 1,204.4 1,598.1 1,614.2 
1971 l,124.1 1,003.7 1,617.0 1,443.7 
1972 1,416.6 1,151.7 1,675.4 1,362.1 
1973 1,379.9 867.9 1,898.0 L 193. 7 

1974/； 75 1,668.1 992.9 2,076.9 1,236.2 
1975 76 1,712.7 1,134.2 2,011.2 1,331.8 
1976 77 1,715.9 1,033. 7 2,011.2 1,211.6 

197778// 78 1,757.9 1,040.2 2,343. 3 1,386.6 
19 79 2,405.4 1,351. :i 

（出所） ハリヤーナJ，卜1:第8表(1)と同じ。
パンジャブ州： India, Government of Punjab, 

Farm Accounts in Punjab, チャンディガル．

各年度版。

（注） 実質所得は 1969/70年度を1.00とするバンジャ

ブ，ハリヤーナ小liにおける農業労働者に対する物価
指数（付表第16列）でデフレートして求められた。

稿での分析結果を所得動向に重ねていこう。

両）小1での実質所得は1960年代は同水準にあり，

また同じく上昇している。これは， HYV小麦の

将及で士地生産性が上昇したことによる慣習賃金

率の上昇と， 9］ヽ麦作付面積の増加による。しかし

実質所得はハリヤーナ州では 1969/70年度そして

ベンジャブ朴lでは 1970/71年度とほぼ同時にピー

クを迎えた後， 1973/74年度に谷となるまで低下

を示した。これは不作による土地生産性の低下と

小麦脱穀機普及による雇用機会の減少による。

1970年代後半になるとバンジャブ州では実質所得

は上昇に転じたが，ハリヤーナ州での上昇は緩や

かであり，両小liでの格差が拡がった。ハリヤーナ

朴1でも1970年代後半に入り小麦土地生産性の上昇

がみられたにもかかわらず実質所得の伸びが低く

なっている主因は，小麦の実質庭先価格の低下と

インド・ハリヤーナ州における農策発展と貨劣働Ili場(/)変容

考えられる。これに対しパンジャブ州での1970年

代後半の上昇は，その時期に本格化したHYV米

の作付によるものである。小麦・米二毛作化は，

本来化学肥料をそれほど必要としない小麦への肥

料投入を必要化させ直3)，除草での雁用労働需要

を創出した。

小麦作地帯とアンバラ・カルナール県やパンジ

ャブか11といった小麦・米二毛作地帯とでは，今後

農業労働者の所得形成のあり方が異なってこよ

う。また，現物賃金としての小麦は市場化されず

農業労働者により直接消費される割合が高いであ

ろう。したがって，所得を貨幣で評価する方式に

も問題が残る。所得は，貨幣と現物（注4)所得の二

つのベクトル分素で捉える必要がある。第III節で

小麦刈取貨金率を現物で表示したのは，この考え

にもとづく。また人口増加の影響も老應しなくて

はならない。以上の要因のウエイト付けの間題を

含め，本稿の分析より所得動向を検討するには，

まだ大きなミシング・リンクがある。この点につ

いても他Hを期したい。

(It 1) Hayami, Y.; M. Kikuchi,,1sian Village 

Economy at the Crossroads: An Economic.11P・ 

proach to Institutional Change, 東点， University

of Tokyo Press, 1981ip。

（注 2) ニザムプル村での聞取りによれは，季節移動

労働者を 1981/82年度において犀用したことのある農

民は，小麦・米収穫期双方において90似近くに達した。

（注3) 拙稿 前掲論文 77ページ。

（注4) イソド北西部ては米を食する杏慣がないt'.

め，米の現物貨金は貨陪評価されるべきてある。

〔付記〕 小論の作成にあたり，石川滋，尾高煙之助，

町 II竺彦の各先生方より多大のご示唆を賜わった。

祀して惑謝の寇を表します。

（一橋大学助手）
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ち 付表ハリヤーナJ、卜1に関ナる諸データ

1,  2 3 4 5.  6 7 8 9 10 11 12 13 14 • 3 4 5,  6 7 8 9 10. 11 12. _13 14 15 16 

灌濶地率 作付面積指数 (1969/70=100.0） 士地生産性 冥価格 庭先価格 実質涯先価格
小麦ター
ム藁価額

仮説的慣．XI；取賃金駿莱労働者の
(kg/ha) （ルピー／kg） （9レビー／kg) 習賃金率率 消費者物価指

•一一 ． ． （］レビー） ＇ ］レビー
(%) :小麦 1 米 ヒヨコマ総作付小麦 米 ／kg 小麦，米 小麦 米 (/ha)（kg／日） （kg/日）

町1969/70)
=1.00 

メ 面積 LP LPR. PR p PR P! I PR![ B 由 IVh

1965/66 
| 

1966/67 
l 

1967/68 
l 

1968/691 
l 

1969/70 

1970/71 

6

8

2

1

7

0

 

．

．

．

．

．

．

 

6

7

2

0

9

3

 

3

3

3

4

3

4

 

66.6 

73.0 

82.7 

88.3 

100.0 

111.0 

80.1 

79.7 

90.1 

95.1 

100.0 

lll.8 

80.1 

97.9 

107.0 

53.2 

100.0 

98.1 

82.5 

93.1 

104.2 

82.0 

100.0 

100.3 

1,282 

1,425 

1,710 

1,703 

2,111 

2,074 

8

8

2

9

2

 

8

8

0

0

0

9

9

 

．

．

．

．

．

．

 

0

0

9

0

1

0

 

1

1

1

1

1

 
＇ 

6
3
6
1
2
4
8
6
4
5
9
7
 

0

1

3

1

5

6

 

9

9

9

9

9

9

 

1

1

1

1

1

1

 

4

7

4

9

8

 

8

9

7

7

7

 

．

．

．

．

．

 

0

0

0

0

0

 

0.75 

0.48 

0.39 

0.48 

0.54 

0.52 

0.53 

1

8

6

1

8

6

 

1

9

7

8

7

7

 

．

．

．

．

．

．

 

1

0

0

0

0

0

 

3

9

9

5

2

4

 

6

3

4

5

5

5

 

•••••• 0

0

0

0

0

0

 

229.8 

212.3 

258.9 

267.4 

364.4 

和3.5
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1976/77. 43.3 132.6 • 136.9 94.9 • 106.9 • 2,029 • 2,470 18.12 1.16 0.77 • 0.70 • 0.46 361.3 8.9 7.6 1.66 

1.69 
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（出所） 第2表と同じ。 BとWTrについては本文参照。
（注） 実質化については第9表の（注）を参照。
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